	敷物製造業


敷物の出荷額は、平成16年から前年比で増加していたが、19年には減少に転じ、20年9月に発生した｢リーマンショック｣に伴う景況悪化により、減少幅を拡げていた。22年に入り、やや改善傾向がみられるものの円高の進行による輸入量増加の影響を受けており、厳しい状況が続くとみられる。
業界の概要　
敷物（じゅうたん・その他繊維製床敷物）は、織る、織らない等の製造方法によって分類される。

織らない方法で生産されるカーペットとしては、タフテッドカーペットやニードルパンチカーペットが挙げられる。タフテッドカーペットは、生産量が最も多く、タフティングマシーンを用いて基布にパイル糸を刺繍し、裏を接着剤で固定して、別の基布を貼りつけて製造するもので、大量生産が適していることから製造コストを低くすることが可能である。
また、タフテッドカーペット等を方形に裁断して製造したタイルカーペットは、オフィス等の床材として用いられている。タフテッドカーペットやタイルカーペットは、主に業務用に利用され、主な需要先はゼネコンや工事業者である。

ニードルパンチカーペットは綿等を延べて積層し、針で突き刺してフェルト上に絡み合わせて作る圧縮カーペットの一種で、主な需要先は自動車製造業者である。
織カーペットは、手織りと機械織りに分類できる。前者はだん通とも呼ばれ、中国だん通やペルシャ、トルコじゅうたんなどが有名である。後者の代表的な生産品は、ウィルトンカーペットであり、弾力性があり、通気性も良く、変化に富んだ柄を出せるという特徴があり、高級品として用いられる。織カーペットは、主に民生用で、一般消費者が主な需要先である。
大阪の地位　
大阪における敷物生産は、江戸時代末期に始まり、明治中期には堺だん通として全国的に有名になった。戦後は、チューブマットやウィルトンカーペット、タフテッドカーペットに主力が移り、輸出も盛んとなり、全国一の産地として隆盛を極めた。
経済産業省『平成20年　工業統計表（産業細分類別統計表）』によると、敷物類の産出事業所数は全国で238事業所ある。その内、大阪府内には125事業所あり、全国に占めるシェアは52.5％となっている。
また、敷物類の出荷額は全国で1,732億円。その内、大阪府の出荷額は480億円で、全国に占めるシェアは27.7％となっている。
敷物類全体では、事業所数、出荷額とも大阪府のシェアは全国で第一位であるが、シェア自体は低下傾向にあった。ただ、18年（事業所数51.3％、出荷額26.6％）を底にシェアはやや回復している。

品目別にみると、全国の出荷額は、じゅうたん・だん通が59億円、タフテッドカーペットが809億円、その他の繊維製床敷物・同類似品が823億円となっている。民生用が主な市場であるじゅうたん・だん通の出荷額は敷物類全体の3.5％と小さく、業務用を主な市場とするタフテッドカーペットが47.9％、その他の繊維製床敷物・同類似品が48.7％と大部分を占めている。
品目別の全国に占める大阪府のシェアは、じゅうたん・だん通が67.9％、タフテッドカーペットが43.0％、その他の繊維製床敷物・同類似品が4.5％である（経済産業省『平成20年　工業統計表（品目編）』（従業者数4人以上の事業所））。
その他の繊維製床敷物・同類似品は、じゅうたん・だん通とタフテッドカーペットを除く敷物類であり、シェア第一位が愛知県であることからわかるとおり製造業用途が主である。そのため、敷物類を必要とする製造業者等の少ない大阪府のシェアが小さくなっているものと考えられる。
府内での立地は、堺市、和泉市、岸和田市に集中している。敷物全般の企業規模としては、10人程度が多いが、傾向として、タフテッドカーペット、タイルカーペットは比較的規模の大きな業者が多く、じゅうたん・だん通については中小規模の業者が多い。
販売については、規模の大きな業者は関連企業である販社経由で販売するケースが多く、中小規模の業者は、卸売業への販売やメーカーや卸売業者のＯＥＭ生産が多い。
　出荷数量は大幅減少の後、やや改善傾向　
20年の敷物の出荷数量、販売金額は前年比それぞれ5.8％減、2.7％減であった。21年に入ってからも、新設住宅着工戸数や四輪車生産台数が前年比でそれぞれ27.9％減、31.5％減と大幅に減少していることも影響し、出荷数量、販売金額は前年比それぞれ20.0％減、20.4％減と減少幅を大きくした。ただ、22年に入ると、エコポイント制度の影響等により、新設住宅着工戸数や四輪車生産台数は増加傾向にあり、これに伴い出荷数量はやや改善している（経済産業省『生産動態統計』）。
　設備投資、雇用面は改善見込めず　

18年頃までは、染色加工排水の水質改善装置や、繊維を固定するためのラテックスを使わないことによって、リサイクル処理を簡素化できる100％繊維の製品を生産するための装置等、環境対策やリサイクル促進等を目的とした設備投資が行われていた。しかし、それらの投資も一巡し、景況も芳しくないため、設備投資意欲は低い。
また、雇用面では団塊世代の退職者増加が続いているが、製造部門だけでなく営業部門等でも新規採用を控える業者が多く、退職者の再雇用やパートアルバイトの活用が進んでいる。中小規模の業者では、製造部門では作業内容が厳しい等の理由により、正規従業員を採用しても定着せず、退職者の再雇用や外国人研修生等で対応している業者が多い。
輸入量は増加　
21年の敷物類は、国内需要が減少しているにも関わらず、輸入額では前年比16.7％減となっているものの輸入量は同3.0％増となっている。さらに22年1～8月も前年同期比で輸入額が19.1％増、輸入量が22.8％増と、輸入量については増加傾向が続いている（財務省『貿易統計』）。
特に中国からの輸入品は、民生用のバスマット等の安価な製品が増加しており、競合する一部の国内業者の経営を圧迫している。
また、タフテッドカーペットは、機械化できるため大量生産に適していることから国内でも製造コストを低くすることが可能で比較的価格競争力がある。また、中国製品に比べて品質面でも優位性があるとされてきた。しかし、円高の進行に伴い、タフテッドカーペットにおいても21年は、輸入額では前年比14.5％減となっているものの輸入量は2.2％増加した。22年（1～8月）も前年同期比で輸入額が28.6％増、輸入量が27.3％増と、増加傾向にある。
収益環境は厳しい
収益面をみると、石油価格が再上昇しており、これに起因する材料の塩化ビニル樹脂等の上昇に加え、染色業者の減少等も進行しており、材料価格等のコスト低下は期待しづらい。
その一方で、民生用の一般消費者向け製品においては価格競争が激化し、業務用のゼネコンや工事業者、製造業者等向け製品においてはゼネコン等の需要先の価格決定力が強いことから、値下げ要求が続いている。このため、コスト上昇分をすべて販売価格に転嫁することは困難で、民生用の製品、業務用の製品とも収益環境は厳しい。

ただ、このような状況にはあるものの倒産に至るケースは少ない。これは、倒産する前に自主廃業する業者が多いためで、自主廃業自体は年間数件発生している状況である。

デザイン性強化や取引先深耕、対象市場拡大　

民生用については、今後も安価な製品の輸入は増加すると考えられ、対応策として、輸入製品の弱点といえるデザイン性強化が図られている。

また、業務用が主な需要先であるタフテッドカーペット等においても、同様に長方形のタイルカーペット等のデザイン性を重視した製品開発が見受けられる。

他には、再生原料を使用する製品等、エコマーク製品への需要は増加傾向にある。ただ、再生原料は比較的高価なものが多い一方、全てを販売価格に転嫁できないため、収益性の改善には至っていない。

さらに、既存取引先における敷物以外の需要への対応による取引先深耕や、敷物だけではなく床材全般を取扱うことで対象市場拡大を図る業者も出てきている。

今後の見通し　
21年に販売金額が前期比で大幅減少したものの22年に入り、やや改善している。円高により輸入品は増加したものの現状では、円高の加速がみられないため、販売金額がこれ以上減少していくという見方には至っていない。厳しい状況にあるものの当面は横ばい傾向が続くと考えられている。
（木村和彦）
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	（単位：㎡、百万円、%）

	　
	出荷数量
	出荷数量
前年比
	販売金額
	販売金額
前年比

	平成20年
	83,107,371 
	94.2 
	69,616 
	97.3 

	21年
	66,517,287 
	80.0 
	55,391 
	79.6 

	22年1月
	5,545,931 
	103.9 
	4,549 
	99.2 

	2月
	5,661,017 
	103.7 
	4,684 
	99.3 

	3月
	6,001,517 
	103.6 
	4,847 
	100.7 

	4月
	6,205,507 
	102.5 
	5,059 
	100.9 

	5月
	4,908,493 
	104.0 
	4,123 
	103.6 

	6月
	5,334,724 
	98.9 
	4,359 
	94.0 

	7月
	5,552,064 
	103.5 
	4,199 
	95.2 

	8月
	5,139,271 
	103.4 
	4,283 
	100.3 

	9月
	5,222,965 
	92.3 
	4,296 
	92.1 

	10月
	5,986,478 
	96.4 
	4,852 
	98.1 

	11月
	5,991,241 
	105.9 
	4,871 
	106.8 

	資料：経済産業省『生産動態統計』
	
	


